
 

建設業退職金共済制度への加入と普及促進に関する特記仕様書  

 

新潟市が発注した建設工事にあたっては，建設労働者の福祉の向上を図るとともに，建

設業の健全な発展に資するため，建設業退職金共済制度の対象となる現場労働者について

適切な対応を図られるよう下記について留意してください。 

 

１ 組合加入，共済証紙の購入等 

（１）  請負者は，建設業退職金共済組合（以下「組合」という。）に加入するよう努め

るとともに，建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）の対象となる現場

労働者について共済証紙を購入し，当該労働者の共済手帳に貼り付けてください。  

また，その発注者用掛金収納書を工事完成時に，監督員を通じて発注者に提出し

てください。 

（２）  共済証紙の購入額は，工事の内容に応じて，建退共の対象となる現場労働者の

就労予定を勘案の上，所要の共済証紙を購入し，工事完了までに不足を生じた場

合は適宜追加購入してください。 

 

２ 建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識（シール）の掲示 

    建退共の共済契約者は，組合支部からシールの交付を受け，現場事務所及び工事現

場の出入口等の見易い場所に掲示を行い，建退共の対象となる現場労働者への周知に

努めてください。 

  

３ 下請業者の加入促進 

    請負者は，当該工事について下請契約を締結するときは，下請業者に対してこの

制度の趣旨を説明し，共済証紙の現物交付又は掛金相当額を請負代金に算入する等に

より，下請業者の組合加入及び共済証紙の貼り付けを促進するよう配慮してください。 

 また，請負者は「施工体制台帳」等の活用により当該工事の施工に関与するその他

の下請業者の把握に努めるとともに，共済制度未加入業者に対しては加入勧奨するな

ど，制度の普及に配慮してください。 

 

４     請負者(下請契約を締結したときは，当該下請業者を含む。)が，従業員について 

退職金支給制度(中小企業退職金共済事業団の加入を含む。)を有し，かつ，当該工事 

について建退共の対象となる現場労働者を使用しないで施工するときは，その旨を書 

面により提出してください。 

なお，その旨が書面により確認できる場合は，上記１，２，３は除外するものと 

します。 

 


